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この度、香川事業所のＲＣ活動取り組み状況を、「ＲＣレポート２０２４」
として発行致しました。

香川事業所は、保安・安全・環境そして品質を基盤
とした強い“現場力”を基に、地域社会への貢献を目指し
業務に取り組んでおります。

操業開始以来の地域の皆様との信頼関係、つながりを
大切にさせて頂きながら、今後も新しい技術開発で、高品質・高付加
価値の製品及びサービスを国内外のお客様へ提供し続けていきます。

香川事業所⾧

事業所⾧ご挨拶

１

香川県坂出市番の州町１番地
面積:約１６２万平方メートル
操業開始:１９６９年１１月

(昭和４４年) 
事業所社員: ７０９名

（2024年4月1日現在）

式 貴志



香川事業所の概要

2

炭素繊維

製鉄用コークス ニードルコークス

香川事業所では、製鉄用コークスと、その製造の際に発生するガスやコール
タールを原料とし、電気炉用電極等に用いられるニードルコークス等の炭素材、
幅広い産業用途の炭素繊維を製造しています。また、リチウムイオン二次電池
材料(負極材料)などの事業にも着手しております。

2024年4月1日現在

ピッチコークス

主要製品



レスポンシブル・ケア方針

レスポンシブル・ケアとは、製品のすべてのライフサイクルにおいて、健康・安全・環境に
配慮することを経営方針のもとで公約し、自主的に環境安全対策の実行、改善を
はかっていく活動です。
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環境保護への取り組み
香川事業所では、2000年12月よりISO14001(環境マネジメントシステム)の

認証を取得し、維持・更新しています。最新の規格に基づき、大気・水質の汚染
防止、適正な産業廃棄物の管理、PRTR対象物質排出量の適正な管理などに
取り組んでいます。

ISO14001(環境マネジメントシステム)とは?
ISOはInternational Organization for 
Standardizationの略で、「国際標準化機構」と
訳されます。企業等の組織が経済活動を持続しながら、
環境を保護し、変化する環境状態に対応する枠組み
(環境マネジメントシステム)を提供しています。

1．大気排出量の管理(1)

(年度)

(p
pm

)

(N
m

3 /
h)

(年度)

ＳＯｘ－石炭、石油に含まれる硫黄(S)が、燃焼により酸化し、発生する物質を言います。主として、
二酸化硫黄(SO2)、三酸化硫黄(SO３)があり、大気汚染物質として早くから管理されています。

ＮＯｘ－窒素と酸素の化合物を言い、高温で物を燃焼させると窒素酸化物が発生します。窒素酸化物は
主として、一酸化窒素(NO)と二酸化窒素(NO２)で低濃度の場合、単独ではあまり害はありませ
んが、光化学スモッグが発生しやすい条件下では、その原因物質とされています。

香川事業所では、主要製品であるコークスを製造する際に発生するコークス炉
ガス(COG)の一部を燃料として使用しています。COGの硫黄分(Ｓ)、窒素分
(Ｎ)は除去設備で取り除き、協定値・排出基準を遵守し、操業を行っています。
今後も適切な管理を継続していきます。

4

ISO14001(2015年版)認証書
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坂出市による事業所近隣の降下ばいじん量測定結果（ｔ／km2・月）

今後も、坂出市が測定している降下ばいじん量（海水成分や砂じん含
む）のデータを注視し、散水管理強化と飛散防止のための対応を継続して
いきます。

降下ばいじんとは、大気中に存在する固形粒子が降下したもので、排出された
ばいじんや、風により地表から舞い上がった土砂、強風で吹き上げられる海水
成分、空気中の浮遊物が雨と一緒に落下するものなど、幅広いものを指します。

1．大気排出量の管理(2)

5

目安値:１０ (ｔ／ｋｍ２・月)

(年度)

※ 汚染の目安である１０ (ｔ／ｋｍ２・月)を下回っている。

環境保護への取り組み

香川事業所では、主要製品であるコークスの原料として、石炭を使用し
ています。石炭・コークスの微細粒子が粉じんとして大気中に飛散するのを
防止するため、集じん装置などを設置しています。また、強風時の飛散防
止対策として散水を適切に実施し、粉じん飛散削減に努めています。
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香川県は、瀬戸内海に面しており、総量規制制度が適用されています。
対象項目は、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）、窒素含有量（Ｔ－Ｎ）
りん含有量（Ｔ－Ｐ）の３項目となっており、汚濁負荷をかけないように
排水しています。引き続き、総量規制値遵守を継続していきます。

環境保護への取り組み
2．事業所排水の管理
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(年度) (年度)

総量規制制度は瀬戸内海等の広域的閉鎖性海域でＣＯＤ、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐの総排出量を抑制する制度です。
ＣＯＤ－水中の汚濁物質(主として有機物)を酸化剤で化学的に酸化した際に消費される酸素量を表します。
全窒素（Ｔ－Ｎ），全りん（Ｔ－Ｐ）－水中に含まれる無機性窒素と有機性窒素（無機及び有機リン化合物）
の総量を窒素（りん）の量で示します。この数値が大きくなると閉鎖性海域の富栄養化の原因となります。
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発生量 埋立率

香川事業所では、廃棄物の焼却残渣分と直接埋立分を合わせた埋立量
を廃棄物の発生量で割った埋立率を算出しています。埋立率低減のため、
廃棄物を種類ごとに分別、リサイクルを推進し、埋立量減量に努めています。

環境保護への取り組み
3．産業廃棄物の管理
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(年度)

(%
)

※埋立率（発生量基準型）＝埋立量(焼却後、残渣埋立量+直接埋立量）／発生量

法令教育

法令遵守、環境管理業務の強化を目的として
環境法令に関する法令教育を毎年実施しています。
対象法規は、大防法、水濁法・瀬戸法、廃掃法等
に関する教育をメインに実施しています。
特に廃掃法については、各部署にて排出する
産廃のニーズに合わせて教育を行っています。
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ＰＲＴＲ総排出量と移動量
総排出量 移動量

大気 水域 土壌 小計
アセナフテン 3,959 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
アニリン 7 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
２－アミノエタノール 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
アントラセン 2,347 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
エチルベンゼン 33 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
キシレン 1,585 3.36 0.00 0.00 3.36 0.00
キノリン 160 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
クメン 33 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
クレゾール 400 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
スチレン 301 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
トリメチルベンゼン 160 0.01 0.00 0.00 0.01 0.00
トルイジン 10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
トルエン 4,033 2.53 0.00 0.00 2.53 0.00
ナフタレン 24,938 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
ビフェニル 769 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
フェノール 502 0.01 0.00 0.00 0.01 0.00
ベンゼン 20,720 7.83 0.00 0.00 7.83 0.00
メチルナフタレン 6,438 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

モリブデン及びその化合物　 4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

合計　(515物質中19物質) 66,404 13.7 0.0 0.0 13.7 0.0

化学物質名 年間取扱量
排出量 廃棄物

移動量

環境保護への取り組み
4．PRTR対象物質排出量の適正な管理

単位:
トン／年

PRTR制度に基づき、香川事業所では毎年対象物質の調査及び国への
報告を行い、化学物質の排出量・移動量の把握に努めています。今後も
排出量・移動量の適正な管理を継続していきます。

(年度)

PRTR制度 – Pollutant Release and Transfer Register
(汚染物質排出移動登録)と呼ばれ、有害な化学
物質の環境への排出量、移動量を把握する制度です。

2020201920182017201620152014 2021

8
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目標 実績【2025年までの達成目標】
・排出原単位 150.7 t-CO2/千t

（排出原単位）
＝CO2排出量(t)／コークス原料(千t）

【2023年度実績】
・排出原単位 126.6 t-CO2/千t
※対2022年実績:
▲22.9 t-CO2/千t (25.3%減)

CO2排出量の削減

9

◆CO2 排出量の推移

香川事業所では、省エネ活動に積
極的に取り組み、CO2排出量の削減、
原単位の向上に努めております。

2023年度のCO2排出量は、コーク
ス減門、電力の排出係数変化もあり、
前年度と比較して約96千t減となりま
した。

2024年度も、これまで同様、省エネ
ルギー活動に積極的に取り組み、
CO2排出量は同程度で推移する見
込みであり、CO2排出原単位の向上
に努めて参ります。

C
O

2
排

出
量

（
千

t）

CO2 排出量の推移

2016年度～統合前旧3社合算値を採用
(三菱化学、三菱レイヨン、三菱樹脂)

年度

短期的(2030年)なCO2削減
策として、CCS(二酸化炭素回
収・貯留)を検討中。
2050年には、安定安価な水素
入手を前提にCO2 を原料とした
化学品製造によるCCU(二酸
化炭素回収・有効利用)の実
現をめざします。

◆CO2 排出量の削減活動

脱炭素化・水素利用の検討
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（2023年7月5日 実施）
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労働安全衛生への取り組み
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保安防災への取り組み

総合防災訓練[南海トラフ大地震想定訓練]   （2024年2月20日 実施）

事業所の「防災訓練の日」に全従業員で行う総合防災訓練を、過去の大事故（鉄塔倒壊）発生日にち
なんで、「220メモリアル訓練」と呼称し、実施しています。
地震・津波避難訓練から、火災発生・危険物漏洩等といった複合的要素を織り込んで訓練しています。

香川事業所は、保安事故ゼロを目標に、保安安全活動に取り組んでいます。
従業員をはじめ事業所で働く全ての皆さんや地元地域住民の安全を確保する為、
非常事態に備えています。
南海トラフ地震を想定した総合防災訓練、シナリオを想定しない実践的なシナリオ
レス防災訓練、各行政・近隣企業と合同で行う総合防災訓練など、自衛防災組
織の保安力を向上させ、安心・安全な事業所の維持に取り組んでいきます。

地震・津波避難訓練 防災本部訓練 火災消火訓練・漏洩対応訓練

保安事故の推移

行政、官庁が判断した事故件数

12

件



保安防災への取り組み
石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ総合防災訓練 （2023年11月2日 実施）
番の州コンビナート地区の各行政・企業の防災関係者が集まり、大規模火災時が発生した場合の総合

訓練を行いました。 相互応援協定等を締結している番の州各社が一同に揃い、連携して訓練を実施する
貴重な機会です。

MDSSフィールド訓練 （2023年11月29日 実施）
MDSS（海上災害セーフティーサービス）によるフィールド訓練が香川事業所で行われ、ロープワーク、オ

イルフェンス展張、油吸着材、油回収装置（仮設貯蔵タンク）などの説明や訓練がおこないました。

ホース操法競技 （2023年9月13日 実施）
場内各部署より選抜されたチームが集まり、地元消防本部審査の元、競技形式で競い合うことで、正しい

操法や情報伝達・迅速な行動のレベルＵＰを図っています。

13



働き方改革
◆ 生産性向上に資する取り組み

MCGグループでは、従業員全員が最大限活躍できる環境を作るため、生産性向上
に関する各種取り組みを行い、時間外の削減や休暇の確保にも繋げています。

香川事業所では、「システム化やDX化を進め効率化を図る」といった部署毎の取り
組みと、「業務の質を上げる、エンゲージメントを高める」といったアウトプットを増やす
個人の取り組みがあり、部署と個人の両輪がうまく機能することで、より効率的・効果
的な活動になるように推進しています。

2023年度生産性向上に向けた取り組み状況

・自身の業務に関わる研修の受講
・工事だけでなく、自課作業によるスキルアップ

・グループ員・工事関係者への密な情報共有
・声掛け、コミュニケーションを取りながら運転を実施

・体調管理、適度な運動
・休暇制度を積極的に利用し心身のリフレッシュ

・５Sを徹底し周辺環境を整える
・日々の点検時の清掃

自己学習・スキルアップ コミュニケーション

心身の健康 5S

14

【部署と個人の両輪での取り組み】



働き方改革
働き方改革の一環として立ち上げた「爽快プロジェクト」において、従業員の働く意欲・

やりがいの向上、事業所での女性や高齢者をはじめとする多様な人材の活躍が必要と
なることを視野に置き、「健康経営」を掲げる企業として、従業員にとって、最も身近な
場所を快適にするというコンセプトのもと、トイレ環境の改善を計画的に行っています。

【改善一例】
・トイレブース（壁・床）の改修
・男女別トイレの設置
・洋式便器（ウォシュレット装備）に統一
・手洗いのオートソープ化
・照明スイッチは感知式に統一
・老朽化したトイレ建屋は更新
・「だれでもトイレ」の設置（一部）

◆ トイレ環境の改善

◇Cバース横

※共通部門の所管トイレ（厚生施設等）も計画的に改修中

◇体育館 ◇グラウンド

◇中規模試験棟

15



地域とのコミュニケーション

16

≪近隣道路の一斉清掃≫ （２０２３年５月・７月・１０月、２０２４年３月）
従業員（グループ会社含む）で近隣の道路（県道・市道）清掃を実施しました。

≪沙弥海水浴場の海岸清掃≫ （２０２３年８月）
近隣にある沙弥海水浴場の海岸清掃を近隣企業と合同で実施しました。

≪パラアスリート山本篤選手による体験型授業≫ （２０２３年１１月）
坂出小学校にて、障がい・パラスポーツやそれを支える義足の技術・素材について理解
を深めてもうらことを目的に体験型授業を開催しました。
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